
令和 6 年度実施施策に係る政策評価の事前分析表及び政策評価書 R6 - ㊸ )

目標 ９－２

令和 7年 8月

基準年度 目標年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

－ － 70 168 190 212 234

－ 52 146 167 － － －

(1)
地域循環共
生圏創造事
業費（令和６
年度）

1 7461 (5) － － － (9) － － － (13) － － － (17) － － －

(2) － － － (6) － － － (10) － － － (14) － － － (18) － － －

(3) － － － (7) － － － (11) － － － (15) － － － (19) － － －

(4) － － － (8) － － － (12) － － － (16) － － － (20) － － －
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関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

持続可能な社会を構築していくため、地域循環共生圏づくりに取り組む自治体数を測定する必要があり、「地方公共団体における地球温暖化対
策の推進に関する法律施行状況調査」により測定する。地域循環共生圏づくりに取り組む主体は必ずしも自治体だけではないが、民間の主体
が活動主体であった場合は、モデル事業による支援を通じて、自治体との連携を促す。

△1

地域循環共
生圏の概念に
沿った具体的
な取り組みを
行う地方公共
団体の数(累
積)

- －年度 300団体 R12年度

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠 達成年度ごとの実績値

達成すべき目標
地域の活力を最大限に発揮する「地域循環共生圏」の創造により、各地域が自立・分散型の社会を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し支え合う取組を推進し、持
続可能な地域づくりを通じて、環境で地域を元気にしていくとともに、持続可能な社会を構築していく。

政策体系上の
位置付け

９．地域脱炭素の推進

施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

第六次環境基本計画　第2章「持続可能な社会に向けた今後の環境政策の展開の基本的な考え方 」 3「今後の環境政策の展開の基本的考え方」（４）「持続可能な地域づくり～「地域循環共生圏」の創造～」
地球温暖化対策計画　第3章「目標達成のための対策・施策」第4節「地方公共団体が講ずべき措置等に関する基本的事項」

（環境省

施策名 地域循環共生圏づくりの推進 担当部局名
大臣官房
地域政策課
地域循環共生圏推進室

施策の概要 各地域で地域循環共生圏づくりを行う団体と、その団体を支援できる中間支援主体の支援・創出等により、地域循環共生圏の創造を強力に推進する。 政策評価実施予定時期 政策評価実施時期



目標達成が
出来なかっ
た要因、そ
の他施策の

課題等

政策評価を行う過程
において使用した資
料その他の情報

地方公共団体における地球温暖化対策の推進に関する法律施行状況調査結果

【測定指標】

学識経験を有する者
の知見の活用

＜参考：施策の実施における活用状況＞
有識者からなる審査会を設け、事業目的を達成する案件採択に対する意見等を聴取することにより、事業の適正な執行に活用し
た。また、有識者からなる会議を設け、地域循環共生圏の広報戦略や事業のあり方についても議論し、地域循環共生圏の形成促
進のための知見を得た。

ＳＤＧｓ目標との関係

【主な目標】 

地域循環共生圏とは、環境・経済・社会を向上させる事業を生み出し続けることで、地域課題を解決し続け、自立した地域をつくると
ともに、地域の個性を生かして地域同士が支えあうネットワークを形成する「自立・分散型社会」を示す考え方である。モデル事業に
おいては、環境面のみならず経済・社会課題を統合的に解決しているモデル地域を形成し、事例を「地域循環共生圏創造のための
手引き」としてまとめ、またフォーラムやセミナーで普及活動や担い手育成を行っており、主な目標としては１１番「住み続けられるま
ちづくりを」に貢献した。

【副次的効果が期待される目標】

地域循環共生圏の推進は、環境・社会・経済課題の同時解決を原則の一つとしており、多くの課題に共通している原因を根本的に
解決する視点を持つことを推奨してモデル事業等を実施している。地域循環共生圏の形成は各地域を持続可能にしていくことであ
り、すなわちローカルSDGｓであることから、おおむねSDGsの目標達成全てに副次的に貢献した。

評
価
結
果

（各行政機関共通区分） ③相当程度進展あり

モデル事業等を通じて地域循環共生圏づくり及びそれを支援できる者の事例を創出できていることから、本事業は政策目標の達成において有効であると判断している。一方で、最終目標年度である令和12年度の目標達成に向けてはさらに多くの地域で地域循環共生圏づくりを進める必要が
あるため、地域循環共生圏の概念をより多くの者に知ってもらい、実際に取り組んでもらうための効果的な仕組みづくりにも注力する必要がある。

次期目標等
への

反映の方向
性

【施策】

目標達成度
合いの

測定結果
（判断根拠） 測定指標１における年度目標をおおむね達成している。

【施策】
令和７年度は、地域社会に大きなインパクトをもたらす地域循環共生圏づくりの事例の創出、地域循環共生圏づくりの支援の担い手の拡大を引き続き行うとともに、多様な取組事例の見える化及び地域間ネットワークの強化に注力し、地域循環共生圏の
創造を強力に推進する。

【測定指標】
目標達成に向けて順調に推移しており、これまでの目標設定を継続する。なお、指標の文言について、趣旨明確化のため「地域循環共生圏の概念に沿った具体的な取組を行っている基礎自治体数」に修正する。


